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11．市民所得 

市民一人当たり所得の推移 

資料：内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算」、 県企画振興部「市町村民経済計算」 

 

県内の一人当たり市町村民所得の推移                                     単位：万円、％ 

市町村別 
実 数 増加率 対市町村平均比 

26 年 27 年 28 年 27 年 28 年 26 年 27 年 28 年 

市町村計 254.1 267.0 275.8 5.1 3.3 100.0  100.0  100.0  

村山地域 270.0 283.4 290.6 5.0 2.5 106.3  106.1  105.4  

最上地域 209.5 221.9 230.9 5.9 4.1 82.4  83.1  83.7  

置賜地域 246.0 258.6 264.5 5.1 2.3 96.8  96.9  95.9  

庄内地域 241.8 253.7 267.6 4.9 5.5 95.2  95.0  97.0  

米 沢 市 269.6 281.6 284.7 4.5 1.1 106.1  105.5  103.2  

長 井 市 248.7 262.4 268.7 5.5 2.4 97.9  98.3  97.4  

南 陽 市 237.6 252.0 259.0 6.1 2.8 93.5  94.4  93.9  

高 畠 町 226.5 236.1 245.7 4.2 4.1 89.1  88.4  89.1  

川 西 町 206.6 214.3 219.8 3.7 2.6 81.3  80.3  79.7  

小 国 町 240.4 260.1 272.6 8.2 4.8 94.6  97.4  98.8  

白 鷹 町 214.5 228.5 235.4 6.5 3.0 84.4  85.6  85.4  

飯 豊 町 211.0 227.7 239.8 7.9 5.3 83.0  85.3  86.9  

資料：県企画振興部「市町村民経済計算」 

※市町村民経済計算では、過去の数値についても遡及して改定しているため、過去の報告書の数値と異なる場合があります。 
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市内総生産 

 長井市の１年間の生産活動によって新しく生み出された価値（付加価値）の評価額を示したもので、産出額か

ら中間投入（原材料・光熱水費・間接費など、生産の過程で消費された財貨・サービス）を除いたものにあた

る。 

                                                                          単位：百万円、％ 

 

資料：県企画振興部「市町村民経済計算」 

 

 

26年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度

 (1) 農林水産業 2,020 2,322 2,470 15.0 6.3 2.5 2.6

　 ① 農業 1,991 2,287 2,436 14.9 6.5 2.4 2.6

　 ② 林業 26 31 31 19.9 0.2 0.0 0.0

　 ③ 水産業 3 4 3 33.3 △ 25.0 0.0 0.0

 (2) 鉱業 408 385 358 △ 5.5 △ 7.1 0.4 0.4

 (3) 製造業 21,265 25,495 23,971 19.9 △ 6.0 27.0 25.5

 (4) 建設業 7,238 5,882 6,950 △ 18.7 18.2 6.2 7.4

 (5) 電気･ガス･水道・廃棄物
      処理業

3,161 3,561 3,929 12.6 10.3 3.8 4.2

 (6) 卸売･小売業 8,963 9,226 9,230 2.9 0.1 9.8 9.8

 (7) 運輸･郵便業 2,315 2,378 2,370 2.7 △ 0.3 2.5 2.5

 (8) 宿泊・飲食サービス業 1,881 1,902 2,076 1.1 9.1 2.0 2.2

 (9) 情報通信業 2,007 2,020 2,033 0.7 0.6 2.1 2.2

(10)金融・保険業 3,840 4,096 3,959 6.7 △ 3.4 4.3 4.2

(11)不動産業 11,213 11,087 11,155 △ 1.1 0.6 11.8 11.9

(12)専門・科学技術、業務
     支援サービス業

2,233 2,366 2,462 6.0 4.0 2.5 2.6

(13)公務 7,486 7,419 7,282 △ 0.9 △ 1.8 7.9 7.7

(14)教育 4,863 5,131 5,071 5.5 △ 1.2 5.4 5.4

(15)保健衛生・社会事業 6,775 7,076 7,232 4.4 2.2 7.5 7.7

(16)その他のサービス 3,351 3,465 3,389 3.4 △ 2.2 3.7 3.6

小　計  (a) 89,019 93,811 93,936 5.4 0.1 99.4 99.8

輸入品に課される税・関税  (b) 1,516 1,557 1,350 2.7 △ 13.3 1.7 1.4

(控除) 総資本形成に係る
                        消費税  (c)

763 1,016 1,157 33.3 13.9 1.1 1.2

市内総生産  (a+b-c) 89,772 94,352 94,129 5.1 △ 0.2 100.0 100.0

構成比実　数 増加率
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市民所得 

 1年間の生産活動によって生み出された付加価値がどのように配分されるかを把握したもので、雇用者報酬、

財産所得、企業所得から構成される。 

                                                                          単位：百万円、％ 

資料：県企画振興部「市町村民経済計算」 

※ 企業所得とは、営業余剰・混合所得に財産所得の受払いを加味したもの。 

26年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度

１. 雇用者報酬 46,945 47,245 47,692 0.6 0.9 64.9 64.8

  (1) 賃金･俸給 39,942 40,040 40,503 0.2 1.2 55.0 55.1

  (2) 雇主の社会負担 7,003 7,205 7,190 2.9 △ 0.2 9.9 9.8

    ａ 雇主の現実社会負担 6,315 6,497 6,488 2.9 △ 0.1 8.9 8.8

    ｂ 雇主の帰属社会負担 688 708 702 2.8 △ 0.8 1.0 1.0

２. 財産所得（非企業部門） 4,834 4,941 4,749 2.2 △ 3.9 6.8 6.5

    ａ 受取 6,300 6,414 6,165 1.8 △ 3.9 8.8 8.4

    ｂ 支払 1,467 1,473 1,416 0.4 △ 3.9 2.0 1.9

  (1) 一般政府 116 177 22 52.6 △ 87.6 0.2 0.0

  (2) 家計 4,637 4,688 4,658 1.1 △ 0.6 6.4 6.3

  (3) 対家計民間非営利団体 81 76 69 △ 6.2 △ 9.2 0.1 0.1

３. 企業所得（企業部門の第１次
    所得バランス）

18,020 20,644 21,116 14.6 2.3 28.3 28.7

  (1) 民間企業 18,160 20,525 21,153 13.0 3.1 28.2 28.8

    ａ 民間企業（持ち家を除く） 12,470 14,962 15,578 20.0 4.1 20.5 21.2

    ｂ 持ち家 5,690 5,563 5,576 △ 2.2 0.2 7.6 7.6

  (2) 公的企業 △ 140 119 △ 37 185.0 △ 131.1 0.2 △ 0.1

４. 市町村民所得 69,799 72,829 73,558 4.3 1.0 100.0 100.0

５. 生産・輸入品に課される
    税(控除)補助金

5,664 6,196 6,157 9.4 △ 0.6 8.5 8.4

６. 市町村民所得(市場価格表示） 75,463 79,025 79,714 4.7 0.9 108.5 108.4

項　　目
実　数 増加率 構成比


